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データとして用いるには非常に無理があったと報告されている。（Geoff N.Masters,Margaret Foster,Mapping Liter-
acy Achievement: Result of the 1996 National School English Literacy Survey, Department of Employment,




















































































































































































大臣審議会（Ministerial Council on Education,




























































るのか（上回っているのか）が把握可能となった。MCEETYA,National Assessment Program (Literacy and Numeracy:
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オーストラリア 93.4 92.0 95.0 80.7 91.6
出典：MCEETYA, National Report on Schooling in Australia Preliminary Paper (National Benchmark Results
 






















































































??例えば報告書としては、Natasha Cortis and Eileen Newmarch,Boys in Schools: What’s Happening?,Department of
 
Education,Training and Youth Affairs(DETYA), 2000. などを参照のこと。連邦レベルの政策としては、男子教育
の基幹学校（Boy’s Education Lighthouse Schools）を設けて様々な取り組みが為されている。
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対して行われている。それに対し、オーストラリ
アでは、保護者に対し為されている。表５は、そ
れらの項目の一覧を示したものである。これらの
項目は、学習成果（正答率もしくはベンチマーク
到達率）とのクロス集計によりその関係性を問わ
れるため、これらの項目のそれぞれが、日本・オー
ストラリアそれぞれの国にとって、子ども達の「学
力」に影響を与える要因として重視されていると
考えられる。
日本では、児童・生徒に対しては、「自ら（の学
習）に対する意識」「（学習）習慣」「学習環境」を
中心に設問が構成されている。また、学校に対し
ては、学力向上に対しての直接的・間接的な取り
組みについての設問が主である。一方、オースト
ラリアは、学力調査のためではなく、保護者が初
等学校への就学手続きの際に記入する事柄を、そ
のまま利用する方法を採用している。ここでは、
保護者の教育歴や職業等、まさに家庭の社会・文
化・経済的背景と子どもの「学力」との関係に焦
点が当てられている。
すなわち、日本では、学力成果の向上に影響を
与える要因として、教育環境・習慣が重視されて
いのに対し、オーストラリアでは多文化社会とい
う背景から、それぞれの属性が学力に与える影響
を調査・分析している。これは、オーストラリア
に比べ、日本が、学力調査の対象年齢が高いこと、
国際的な学力調査の動向から一層の影響を受けて
いることに起因すると考えられる。また、オース
トラリアでは、保護者調査のみが、しかも別の目
的で作成されたものが用いられているが、学力調
査の対象年齢が低いことから、学校教育のなるべ
く早い時期に、すべての子どもを同じ土俵に乗せ
るべく、保護者と協力する必要性があるとの国の
姿勢を窺うこともできるのではないか。
⑶ 調査対象者に対する公表・配慮事項
調査対象者（該当者）に対する結果の公表は、
日本では、都道府県・市町村・学校にそれぞれの
調査結果を提供する形で行われる。また、児童・
生徒に対して答案等は一切返却されないが、学校
を通じて、設問ごとの正答・誤答状況の分かる個
人票を返却している。オーストラリアでは、より
保護者が意識されており、彼・彼女らに対する、
統一書式での成績表の通知が行われている。当該
児童・生徒の各分野における全国的な位置付け、
現在、どの程度の「学力」があるのかが、自らの
成長とともにひと目で分かるよう、工夫されてい
る。しかし、各州政府・学校に対しては、どの種
類の資料が提示されているのかが公表されておら
ず、明確に述べることはできない。ただ、政府・
学校の両者が問題作成や採点に関わっていること
を考えると、それ相応の資料が提示され、保存さ
れていることは間違いない。
また、公表に際して特に配慮されている点は、
日本では、個々の市町村名・学校名の明記は行わ
ない点が挙げられる。これは、学校間の序列化や
過度の競争を排除するために必要だと考えられて
いる。市町村・学校は、自らの調査結果を保護者
へ説明することが可能であると説明されている一
方で、それが入試資料として用いられるものでは
ないことに注意が促されている。これは、特に、
中学校の学力調査の対象が、受験を控えた３年生
であることへの配慮と受け取ることもできる。一
方、オーストラリアでは、序列化への危惧に関す
る記載は為されていない。しかし、保護者への注
意事項には、成績通知書の数値は、子ども達が学
表５ 全国学力調査における学習環境・習慣などに関する設問
日本
児童生徒に対
する設問
「学習に関する関心・意欲・態度」「学習時間」「学習塾」「基本的生活習慣」「家庭でのコミュニ
ケーション」「自尊意識」「規範意識」
学校に対する
設問
「学習態度（とその取組）」「指導方法・学校規律」「各教科の指導方法」「記述式問題について」
「習熟度別少人数授業」「教職員の取組」「地域の人材・施設活用、開かれた学校」「就学援助」
「Ｄ（学力下位）層が減少した学校に見られる傾向」「全国学力調査・学習状況調査の活用」
オーストラリア
保護者に対す
る設問
家庭の社会・経済状況に関して調査（性別、先住民、保護者の教育・訓練歴、保護者の職業、
家庭での使用言語、出身国）
出所：文部科学省、MCEETYAのホームページに掲載されているデータを基に作成
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んだことを示す一つの要素でしかなく、またそれ
が、子どもが学校の学習過程で修得する多くの技
能のうちの一つでしかないことが、明確に書かれ
ている。
おわりに―?まとめにかえて
これまで、日本とオーストラリアにおける全国
的な学力調査導入の背景、その内容と分析に用い
られる尺度・指標等を比較検討してきた。ここで
は最後に、それぞれの特色を提示し、その上で学
力調査が内包する両国の学力観の違いを検討する。
全国的な学力調査導入の背景から、その実施の
推進力として、日本もオーストラリアもともに「学
力」低下に対する危機意識が存在したことを指摘
できた。しかし、両国を比較すると、国際学力調
査の結果に対する報道とその影響、それを受けて
の政策路線変更等、相対的に、日本の方がそれを
深刻に受け止める度合いが強かったのではないか
と考えられる。オーストラリアはむしろ、「国」が
修得を求める「学力」の確固とした基準（ベンチ
マーク）を設定することで、それに到達しない子
どもの「学力」に危機感を感じるという、ある意
味で危機の危機たるゆえんの分析が行われた。
もちろん、日本でも、学習指導要領という最低
基準の設定は行われている。しかし、そこにはい
わば「ホンネ」と「タテマエ」が共存していると
いえる。学習指導要領は、表向き最低限の修得技
能と謳われつつも、同時に、大部分の児童・生徒
がそれらに到達することは、「机上の空論」と考え
られている。そのため、正答率を教育成果を示す
データとして提示し、その数値と他者、すなわち
過去の正答率や他の都道府県のそれと比較するこ
とによって、現在の「学力」を測定・特定せざる
を得ないという状況が構築されてきたのである。
また、日本では、小学校６年生と中学校３年生
という義務教育期間のそれぞれの節目の年に身に
つけているべき学力という、「結果」の把握が重視
されているのに対し、オーストラリアでは、その
学力を修得する「プロセス」を重視している点も、
大きな違いである。オーストラリアは多文化・多
言語社会であり、多様な背景を持った人々が一同
に介しているという特徴がある。日本に比べれば、
同国の国語・公用語である英語を母語としない児
童・生徒の割合も高い。すべてのオーストラリア
人に必要とされる最低限の学力を可視化するため
にも、ベンチマークが求められたと考えられる。
３・５・７・９年生という、学校教育の比較的早
い時期にベンチマークに到達しない子どもを明確
化することにより、彼・彼女らに対する支援を集
中させることができる。また、そのためには、保
護者の協力も必要となろう。
学習環境・習慣に関する調査で示された「学力」
を規定する諸要因も、このような、それぞれの国
の歴史的・社会的背景に多分に影響を受けたもの
だと考えられる。この調査における設問の内容か
ら、日本では、児童・生徒の属性を調査する際、
それぞれの家庭の社会・経済的背景よりも、子ど
もの学習環境・習慣を重視する傾向がある。それ
に対してオーストラリアは、保護者の属性、すな
わち保護者の教育経験や職業、出身地等が、子ど
もの教育に影響を与える最たるものだと考えられ
ている。児童・生徒の学習環境・習慣は、一般的
に、その児童・生徒の保護者の影響により、家庭
で形成されるものである。また同時に、オースト
ラリアのような直接的な設問項目に対する嫌悪感
が、日本の風土にはあって、それがそのような調
査を拒む要因の一つになっていると考えることも
できるかもしれない。しかし、保護者・家庭とい
う単位ではなく、児童・生徒を個別に取り出して
個々の学習環境・習慣を問題にするあたり、「プロ
セス」ではなく、「結果」としての学力の把握を目
的に調査が行われていることを、端的に示してい
るとも指摘できる。
2008年以降、オーストラリアでも、これまでの
州作成テストに変わり、全国共通テストが実施さ
れるようになった。全国的な学力調査の実施には、
その開始当初から、「学力」の把握・管理・報告
は、「国」が行うとの姿勢が貫かれてきた。これ
は、日本・オーストラリア双方に共通する事柄で
ある。今後、オーストラリアにおいても統一性が
強まるなかで、個々の多様性にどのような配慮が
為されるべきか、また多様性がどのように維持・
涵養されていくのか、その動向にも注目したい。
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